
 

 

 

新学術領域研究（研究領域提案型）の見直しについて 

（作業部会における検討状況の経過報告） 

 
 
 
 新学術領域研究（研究領域提案型）の見直しについては、前期（第９期）研究費部会において、次の

三つの見直しの方向性が決定され、その後、科研費改革に関する作業部会（以下「作業部会」という）

において具体的な検討を行ってきた。 
 

＜「新学術領域研究」見直しの方向性＞ 

① 「学術の体系や方向の変革・転換を先導する」学術研究領域で、「学問分野に新たな変革や

転換をもたらすもの、学問分野において強い先端的な部分の発展をもたらすもの」を対象と

するように目的を見直すとともに、現在の研究種目名を変更する。 
 
② 研究領域の特性等に応じて、「総括班」、「計画研究」及び「公募研究」の構成を柔軟に設定

できることとする。 
 
③ 研究領域の規模に応じた適切な審査が可能となるように応募総額に応じた区分を設ける。

その際、挑戦性・緊急性の高い学術研究上の課題への短期的・集中的な取組が可能となるよ

うに、領域運営の機動性に配慮し、小規模で実施する区分を設ける。また、評価結果を踏ま

えて発展させる仕組みを検討する。 
 
前期研究費部会において、作業部会における検討状況を報告したところであるが、それ以降の検討状

況も踏まえ、今期（第１０期）の検討状況を以下のとおり取りまとめる。 
  

資料３ 



 

 
新学術領域研究（研究領域提案型） 

（H31 公募要領等より抜粋） 

学術変革領域研究（仮称） 

（Ａ） （Ｂ） 

目的 

〇多様な研究者グループにより提案

された、我が国の学術水準の向

上・強化につながる新たな研究領

域について、共同研究や研究人材

の育成、設備の共用化等の取組を

通じて発展させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇多様な研究者の共創と融合によ

り提案された研究領域におい

て、これまでの学術の体系や方

向を大きく変革・転換させるこ

とを先導するとともに、我が国

の学術水準の向上・強化や若手

研究者の育成につながる研究領

域の創成を目指し、共同研究や

設備の共用化等の取組を通じて

提案研究領域を発展させる研

究。 
 
 
 

〇次代の学術の担い手となる自

律的な研究者による小規模の

研究グループ（３～４グルー

プ程度）が提案する研究領域

において、若手から中堅の研

究者が、より挑戦的な研究に

取り組むことで、これまでの

学術の体系や方向を大きく変

革・転換させることを先導す

るとともに、我が国の学術水

準の向上・強化につながる研

究領域の創成を目指し、将来

の（Ａ）への展開などが期待

される研究。 

応募金額 

(1 研究領

域／年) 

1,000 万円から３億円程度を原則 

共用設備を措置するとともに充実

した研究が行えるよう、現行の新学

術領域研究の応募金額を踏まえ措

置 

※真に必要な場合には、それを超

える応募も可能とする。 

 

5,000 万円まで 

※領域代表者として１回に限り

受給できる。 

研究領域

の構成 

総括班・計画研究・公募研究 総括班・計画研究・公募研究 総括班・計画研究 

【計画研究】 

〇「計画研究」を相当数設け、必ず

「総括班」を一つ設定。 

 

 

 

 

 

 

【公募研究】 

〇領域設定期間の１年目及び３年目

に公募を行い、次の最低基準のど

ちらかを上回るよう設定。 

・１年目と３年目それぞれの採択目

安件数が 10 件を上回る 

・公募研究にかかる経費の総額が領

域全体の研究経費（５年総額）の

10％を上回る 

【計画研究】 

〇「計画研究」を相当数設け、必

ず「総括班」を一つ設定。 

〇次代の学術の担い手となる若手

から中堅の研究者（45 歳以下の

研究者を想定）を研究代表者と

する計画研究が、少なくとも複

数含まれる領域構成とするよう

留意。 

【公募研究】 

〇領域設定期間の１年目及び３年

目に公募を行い、次の最低基準

のどちらかを上回るよう設定。 

・１年目と３年目それぞれの採択目

安件数が 15 件を上回る 
・公募研究に係る経費の総額が領域

全体の研究経費（５年総額）の

15％を上回る 
〇総採択件数の半数程度が若手研

究者（博士の学位を取得後８年

未満又は 39 歳以下の博士の学位

を未取得の研究者を想定）とな

るよう留意。 

【計画研究】 

〇「計画研究」を複数設け、必

ず「総括班」を一つ設定。 

〇次代の学術の担い手となる若

手から中堅の研究者（45 歳以

下の研究者を想定）が、自律

的な研究環境の下、グループ

研究を通じて専門分野にとど

まることなく、学問分野の横

断・融合を目指し、より挑戦

的な研究活動に取り組む。 
 

※公募研究は行わない 

研究期間 ５年間 ５年間 ３年間 

１ 研究種目の目的等について 



対象 

〇革新的・創造的な学術研究の発展

が期待される研究領域であって、

多様な研究グループによる有機的

な連携の下に新たな視点や手法に

よる共同研究等の推進により、「①

既存の学問分野の枠に収まらない

新興・融合領域の創成を目指すも

の」、又は「②当該領域の格段の発

展・飛躍的な展開を目指すもの」

で、次の 1)～3)の全ての要件及び

該当する場合は 4)の要件を満たす

もの。 

 

 
 

1)基礎研究分野（基礎から応用への

展開を目指す分野を含む。）であっ

て、複数の分野にまたがる新たな

研究領域の創成・発展が期待され

るもの。 
 

2)「(ⅰ)国際的な優位性を有する

（期待される）もの」、又は「(ⅱ)

我が国固有の分野もしくは国内外

に例を見ない独創性・新規性を有

する（期待される）もの」、又は

「(ⅲ)学術の国際的趨勢等の観点

から見て重要であるが、我が国に

おいて立ち遅れており、当該領域

の進展に格段の配慮を必要とする

もの」。 
 

3)研究期間終了後に十分な成果及び

学術的又は社会的な意義・波及効

果等をもたらすことが期待される

もの。 

 

 

 
 

4)過去に「新学術領域研究（研究領

域提案型）」又は他の研究費におい

て採択された研究領域を更に発展

させる提案については､当該研究費

で期待された成果が十分に得られ

ており、それまでの成果を踏ま

え、更に格段の発展・飛躍的な展

開を図る内容となっているもの。 

 

〇学問分野に新たな変革や転換を

もたらし、既存の学問分野の枠に

収まらない新興・融合領域の創成

を目指す研究領域、又は当該学問

分野の強い先端的な部分の発展・

飛躍的な展開を目指す研究領域

であって、多様な研究グループに

よる有機的な連携の下に、新たな

視点や手法による共同研究等の

推進により、革新的・独創的な学

術研究の発展が期待されるもの

で、次の 1)～3)の全ての要件及び

該当する場合は 4)の要件を満た

すもの。  
 

1)基礎研究分野（基礎から応用への

展開を目指す分野を含む。）であ

って、複数の分野にまたがる研究

領域の創成や革新的な学術研究

の発展が期待されるもの。 
 

2)「(ⅰ)国際的な優位性を有する

（期待される）もの」、又は「(ii)

我が国固有の分野若しくは国内

外に例を見ない独創性・新規性を

有する（期待される）もの」。  

 

 

 

 

 
 

3)研究期間終了後に、個々の研究課

題について十分な成果が期待さ

れるとともに、これまでの学術分

野の概念や方法論を変革するこ

となどが研究領域の成果として

十分に期待されるもの。 

 
 

4)過去に「新学術領域研究（研究

領域提案型）」又は他の研究費に

おいて採択された研究領域を更

に発展させる提案については､当

該研究費で期待された成果が十

分に得られており、それまでの

成果を踏まえ、更に強い先端的

な部分の発展・飛躍的な展開を

図る内容となっているもの。 

 

〇学問分野に新たな変革や転換

をもたらし、既存の学問分野の

枠に収まらない新興・融合領域

の創成を目指す研究領域であ

って、小規模の研究グループに

よる有機的な連携の下に、新た

な視点や手法による共同研究

等の短期的・集中的な取組によ

り、革新的・独創的な学術研究

の創成が期待されるもので、次

の 1)～3)の全ての要件を満た

すもの。  

 

 
 

1)基礎研究分野（基礎から応用へ

の展開を目指す分野を含む。）

であって、複数の分野にまたが

る研究領域や革新的な学術研

究の創成を目指すもの。  
 

2)「(ⅰ)国際的な優位性を有する

（期待される）もの」、又は

「(ii)我が国固有の分野若し

くは国内外に例を見ない独創

性・新規性を有する（期待され

る）もの」。  

 

 

 

 
 

3)研究期間終了後に、個々の研

究課題について十分な成果が

期待されるとともに、これま

での学術分野の概念や方法論

を変革する可能性を有するこ

となど、（Ａ）への展開などが

期待されるもの。 



 

 
 
 

新学術領域研究（研究領域提案型） 学術変革領域研究（仮称） 

領域（計画研究） 公募研究 
（Ａ） （Ｂ） 

領域（計画研究） 公募研究 領域（計画研究） 

審査時期 11 月から翌年 6月 11 月から翌年 3月 （※１） （※１） （※１） 

審査区分 

４系（人文・社会

系、理工系、生物

系、複合領域） 
－ 

３系（人文・社会

系、理工系、生物

系）（※２） 

－ 

３系（人文・社会

系、理工系、生物

系）（※２） 

審査方式 

書面審査及びヒア

リング 
※審査意見書を活

用 

書面評価及び合議審

査 

書面評価及びヒア

リング 

※審査意見書を活

用 

二段階書面審査 

（領域の運営に

配慮する方策を

導入） 

書面評価及び合議

審査 

※審査意見書を活

用 

 
  

２ 審査実施時期・審査方式について 

表２※１ 審査時期については、「５ スケジュールについて」において記載。 

表２※２ 現行の新学術領域研究では、三つの系（人文・社会系、理工系、生物系）において、それぞれ融合研究が提案

されている一方で、「複合領域」が無理な分野融合を誘引している面を考慮し、「複合領域」を廃止し、三つの系

に大括り化する。その際、審査委員を適切に配置し、より専門性の高い審査が可能となるようにする。 



 
 

 
 

新学術領域研究（研究領域提案型） 学術変革領域研究（仮称） 

中間評価 事後評価 
（Ａ） 

中間評価 事後評価 

評価時期 

３年度目の 10月 

（研究期間５年間の 

３年度目） 

〇領域及び個々の研究計

画の進捗状況を評価 

〇審査結果の所見等の指

摘事項に関する対応状

況の確認 

〇領域の運営状況の確認 

６年度目の 10月 

（研究期間終了後の 

翌年度） 

〇当初の設定目的の達成

状況を評価 

〇中間評価結果の所見等

の指摘事項に関する対

応状況の確認 

４年度目 

（研究期間５年間の 

４年度目） 

〇領域及び個々の研究計

画の進捗状況を評価 

〇次の新たな応募がなさ

れた場合に、評価資料

として活用 

〇２年度目（研究期間５

年間の２年度目）に、

審査結果の所見等の指

摘事項に係る対応状況

や領域の運営状況につ

いてフォローアップを

行う 

６年度目 

（研究期間終了後の 

翌年度） 

〇当初の設定目的の達

成状況を評価 

〇中間評価結果の所見

等の指摘事項に関す

る対応状況の確認 

評価方法 書面評価及びヒアリング 書面評価及びヒアリング 書面評価及びヒアリング 
書面評価を原則とし、 

必要に応じヒアリング 

 
（参考）評価に係るスケジュールイメージ 

 
 
  

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目（最終年度） ６年目

採

択

領

域

決

定

公募研究（１回目）

公募・審査・採択

フォローアップ
採択時の所見における

指摘事項等を踏まえて改善

公募研究（１回目）研究実施期間

公募研究（２回目）

公募・審査・採択
公募研究（２回目）研究実施期間

中間評価

計画研究実施期間

事後評価

※改善がなされていない等、対応が不十分であると

判断した場合は、対応するよう指示する

表２３ 評価実施時期・評価方法について 

表２※なお、（Ｂ）については、研究期間等を踏まえ、中間評価・事後評価は実施しない。 
（Ｂ）において実施した研究成果を基に（Ａ）へ応募を行うものについては、（Ａ）での審査を行う際、（Ｂ）に 
おける研究成果についてもあわせて評価（審査に加味）する。 



 

４ 他の研究種目との重複制限について 

学術変革領域研究（仮称）における計画研究等の重複制限については、新学術領域研究（研究領

域提案型）における重複制限を基本的枠組みとしつつ、優秀な若手研究者が新たな研究に取り組む

機会を確保し、挑戦性の追求が可能となるよう、「公募研究」の研究代表者は、「挑戦的研究（開拓）」

にも応募できるよう重複制限を緩和する。 
 
 
５ スケジュールについて 

（１）学術変革領域研究（仮称）の審査スケジュール 

・初年度の公募時期は次年度予算案閣議決定後（１月頃）を想定していることから、採択領域の決

定時期が現行の新学術領域研究に比べて遅くなるが、２回目の公募においては公募時期を前倒し、

３回目の公募を目途に平準化していく。 
 

（２）学術変革領域研究（仮称）の審査・評価業務の日本学術振興会への移管 
・文部科学省で審査を少なくとも２回程度実施し、（Ｂ）の応募状況等を踏まえ、審査方法等の改善

を図った後に日本学術振興会へ移管することを想定。 
・移管に当たっては、日本学術振興会学術システム研究センターにおける業務の増加が見込まれる

ことから、十分な体制の強化が必要である。 

 


